
 

 
東京湾アクアラインの通行料金引下げ等に関する要望 

 
 我が国の中枢である首都圏において、高速道路は国際競争力の強化や
地域の活性化に資する最も重要な社会基盤である。このため、移動の  
効率性が極めて高く、環境にもやさしい首都圏を実現するために、環状
道路の利用促進、会社間の乗継割引など、首都圏の高速道路について  
一体的に捉えた利用しやすい料金体系を構築することが不可欠である。 
このような中で、首都圏中央連絡自動車道等と一体となって首都圏の
骨格を形成し、東京湾岸部の高速道路を環状につなげる東京湾アクア 
ラインについては、首都圏における交流・連携の強化、地域経済の活性
化や都心部の迂回機能の強化などを目的に、国の協力を得て、昨年８月  
１日から平成２３年３月まで、ＥＴＣ車を対象に、普通車８００円など
とする料金引下げ社会実験を実施している。 
この社会実験により、実験開始から９月までの東京湾アクアラインの

交通量は実験前に比べて１．５倍に増加し、特に、２月以降の平日の  
大型車は２倍以上に増加するなど、首都圏の「人」「もの」の動きが活発
化され、経済活性化などの効果が出ているところである。 
ついては、これらを踏まえ、下記の事項について、国において実施  

されるよう九都県市として要望する。 
 

記 
 
 首都圏における交流・連携の強化、地域経済の活性化や
都心部の迂回機能を強化させるため、首都圏の高速道路網
を最大限利活用するための料金体系の構築が必要である。 
特に東京湾アクアラインについては、社会実験の効果を

一過性のものとしないためには、社会実験後も引続き通行
料金の引下げを継続する必要がある。 
そのため、現在行われている全日普通車８００円などの

社会実験の検証結果を十分踏まえ、平成２３年度から、  
地方負担を伴わないよう、国策による恒久的な通行料金の
引下げを実施すること。 
また、首都圏の交通・物流・環境政策として、外側の   

環状道路の通行料金をより低廉な水準とすること。 
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